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補助金交付団体数
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協働推進

第１章　市民との協働による地域振興　第２節　パートナーシップ　２ 市民参加と協働

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等

目的

内容

SDGsの取組

武蔵村山市協働事業提案制度実施要綱
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　暮らしやすい地域社会の形成を目指し、市政への市民参加を促進すると
ともに、市民による地域の課題等の解決のため、市民との協働によるまち
づくりを推進する。

　市民活動団体の専門性や柔軟性等をいかした事業の提案を募集することにより、市政への
市民参加を促進するとともに、市民による地域の課題、社会的課題等の解決につなげ、暮ら
しやすい地域社会の形成を目指す。
　事業の提案は、「協働型事業部門」と「団体育成型部門」で募集し、採択された事業に補
助金を交付する。

17 パートナーシップで目標を達成しよう
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15

4

27%

事業経費

合計（事業費+人件費）

0

【今後の方向性】

困難である

検討の余地がある

廃止・休止・終了拡充 現状維持 縮小・見直し

令和３年度の実績

　令和3年度において、令和4年度事業実施団体の募集を
行ったところ、5団体から募集があり、その内の4団体の
事業が採択された。
　また、令和元年度に採択された3団体の事業について
は、令和2年度に実施を予定していたが、コロナ禍によ
り中止となったため、令和3年度に実施した。

市民・議会等から寄せられた意見

―

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響

非該当

適切である 不適切な部分がある

影響は大きい 影響は少ない 非該当

必要である

適合している

実施している 非該当見直しの余地がある

非該当見直しの余地がある

非該当

維
持

向
上

成
果

　協働型事業の補助額の上限額は、1年目が800,000円、2年目が700,000円、3
年目が600,000円であるが、団体活動が補助金頼みであり、協働事業終了後は資金
繰りが厳しい状況となることから、上限額を見直し、協働事業終了後においても団
体が自己資金で活動できるようにしていきたいと考える。

類似事業等との統合は可能か

非該当

適切である 不適切な部分がある 非該当

困難である

○

削減 維持 増加

事務事業の推進に当たっての課題

　近年は提案件数が減少しており、提案団体をいかに増
やすかが課題である。
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（廃止・休止・終了の場合は記入不要）
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所要人員（人）

1,184

0.000.000.00
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1,137 3,111

0.19
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低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある 非該当

受益者負担は適切か

施策への貢献度は適切か

効
率
性

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か 非該当検討の余地がある

困難である

令和４年度の方針



コカ・コーラボトラーズ株式会社と佐川急便株式会社から地域包括連携協定につ
いての打診があり、現在検討中である。

今後も企業から、地域包括連携協定についての打診があった際には、庁内での意
見を集約し、検討を進めて行くこととする。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は記入不要）

維
持

○

低
下

令和４年度の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和３年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

令和3年度において、明治安田生命保険相互会社と大
塚製薬株式会社の2社と地域包括連携協定を締結した。

―
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民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

非該当

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある 非該当

実施している 見直しの余地がある 非該当

合計（事業費+人件費） 244 80 312
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市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか
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有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある 非該当

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 244 80 230

所要人員（人） 0.03 0.01 0.03
会計年度任用職員（千円）

国都支出金 - - 0

その他 - - 0

事業費（千円） 0 0 82
財
源
内
訳

一般財源 - - 82

達成率 － －

事業経費 令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度予算 市民・議会等から寄せられた意見
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― ― 目標 － － －

実績 － －

2

達成率 － －

令和3年度 令和4年度

1

地域包括連携協定の締結件数 件 目標 － － －

実績

指標名 単位 区分 令和2年度
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事務事業名 地域連携推進事業

施策名称 第１章　市民との協働による地域振興　第２節　パートナーシップ　２ 市民参加と協働

所管部署 協働推進 部 協働推進

目的
　市と大学や企業等が連携・協力し双方の資源を活用することにより、地
域課題の解決に努め、市民サービスを効果的に提供することを目的とし、
地域連携の推進を図る。

SDGsの取組

17 パートナーシップで目標を達成しよう

内容
　大学等と連携・協力し、経済・産業・文化等の様々な分野における連携
を推進する。

課 協働推進 係 内線 242

根拠法令等 ―


